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管路施設のアセットマネジメント導入・長寿命化計画策定に関する 

ＪＳの支援について 

 

ＪＳでは、これまで下水道のライフサイクルの各段階において様々な支援を実施してきた経験・

ノウハウを活かして、アセットマネジメント手法導入支援業務や長寿命化計画策定業務（再構築基

本設計（長寿命化計画）業務）などを実施してきました。 

このうち、処理場・ポンプ場については、静岡市との共同研究等を踏まえて策定した「アセット

マネジメント手法導入マニュアル（案）」や、国土交通省の「下水道長寿命化支援制度に関する手

引き（案）」を基に制定・改訂した「下水道施設再構築基本設計（長寿命化計画）業務マニュアル」

に基づき、業務を遂行してきたところです。 

一方、管路施設についても、地方公共団体からの問合せや受託案件が増加してきており、今後、

管路施設のアセットマネジメント導入、長寿命化計画策定に関する支援要請が増加することが予想

されます。 

 

１．業務受託実績 

管路施設のアセットマネジメント導入・長寿命化計画策定業務については、平成 20 年度から受

託を開始しており、平成21年度末までに12箇所において業務を行っています。 

また、平成22年度においても現時点で十数団体（平成21年度からの継続団体を含む）からの受

託が予定されており、今後さらに増えていくことが予想されます。 

 

２．管路施設のアセットマネジメント導入業務等の円滑化に向けて 

今後、管路施設のアセットマネジメント手法導入および再構築基本設計（長寿命化計画）業務に

関する受託業務の増加が予想されることから、これらの業務を円滑に実施するため、このたび、「管

路施設アセットマネジメント手法導入マニュアル（案）」および「管路施設再構築基本設計（長寿

命化計画）業務マニュアル（案）」を制定しました。 

制定にあたっては、平成20～21年度の受託業務より得られた知見のほか、平成21年度に開催さ

れた「下水道施設のストックマネジメント手法に関する検討委員会」（主催：国土交通省都市・地

域整備局下水道部）での議論や国土技術政策総合研究所の先進的な研究内容を参照し、とりまとめ

ています。 

 

３．本マニュアル（案）のポイント 

「管路施設アセットマネジメント手法導入マニュアル（案）」および「管路施設再構築基本設計

（長寿命化計画）業務マニュアル（案）」のポイントは以下の通りです。 



・国土交通省の「下水道施設のストックマネジメント手法に関する検討委員会」での議論を参照

し、対象区域全域に対する中長期の再構築事業費の予測手法、及び管路施設の点検・調査計画

の策定手法を策定し、とりまとめました。 

・国土交通省の「下水道長寿命化支援制度に関する手引き（案）」に基づき、ＴＶカメラ調査な

どの詳細調査結果を活用して下水道長寿命化計画を策定する手法についてとりまとめました。 

・管路施設に関する詳細調査結果などをデータベースに蓄積し、将来の再構築事業費予測の精度

向上等に活用するための基本的な考え方について整理しました。 

 

４．今後のスケジュール 

原則として、平成 22 年度の新規実施業務から本マニュアル（案）を適用していく予定です。さ

らに、本マニュアル（案）に基づく業務を円滑に進めていくために、民間コンサルタント会社等を

対象とした講習会を開催する予定です。（平成22年度上半期中） 

 

 

 

 

 

 

 

【問い合わせ先】 
 日本下水道事業団 事業統括部 
新プロジェクト推進課長 細川 顕仁  
℡ 03－6361－7832 



再構築事業量の
概略算定

投資計画の策定

長寿命化計画策定対象施設の選定

健全度評価

各施設の対策検討
（更新・長寿命化・修繕の選定）

導入効果検証
（ＬＣＣ評価）

各施設の事業実施優先度の評価

年度別事業実施計画の作成
（再構築・長寿命化計画の策定）

管路施設アセットマネジメント 業務フロー

管路施設アセットマネジメント
導入マニュアル（案）の

適用範囲

とりまとめ

検討単位ごとの
優先度評価

管路施設点検・
調査計画の策定

基礎調査・詳細調査

基礎情報の収集・整理

総合評価

長寿命化計画に基づく事業の実施

基本戦略
（管理目標）
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管路点検・調査計画策定 概略イメージ

検討対象範囲

①

②

③ ⑤

④
管路施設点検・調査計画
の策定（イメージ）

（①～⑤は点検・調査実施順位）

（第１期）長寿命化計画の策定

（第２期）長寿命化計画の策定
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